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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属基材（Ｄ）の少なくとも１つの面に積層されたポリエステルフィルムを有する金属
基材（Ｄ）を含んでなる積層体であって、前記ポリエステルフィルムが、一軸延伸された
縦方向配向フィルムであり、前記ポリエステルフィルムが、金属基材（Ｄ）に積層するた
めのポリエステルコア（Ｂ）および２つのポリエステルスキン層（Ａ、Ｃ）を含む多層構
造を有し、前記ポリエステルスキン層が、各々、有機スリップ添加剤を含み、前記ポリエ
ステルスキン層が、無機微粒子を含まず、各スキン層中のスリップ添加剤の量が、１５０
０ｐｐｍ超１００００ｐｐｍ未満であり、前記スリップ添加剤が、カルボン酸、カルボン
酸エステル、カルボン酸アミド、脂肪酸、脂肪アルコール、脂肪酸アミド、ビス脂肪アミ
ド、アミド系ワックス、天然ワックス、オレフィンワックス、パラフィンワックス、およ
びこれらのいずれかの組み合わせから成る群より選択される、積層体。
【請求項２】
　前記金属基材が、無錫鋼または金属被覆金属である、請求項１に記載の積層体。
【請求項３】
　前記スリップ添加剤が、モンタンワックスを含む、請求項１または請求項２に記載の積
層体。
【請求項４】
　前記外側スキン層中のスリップ添加剤の量および／または種類が、前記内側スキン層中
のスリップ添加剤の量および／または種類と異なる、請求項１～３のいずれか一項に記載
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の積層体。
【請求項５】
　両スキン層中のスリップ添加剤の量が、前記対応するスキン層に対して、１８００～５
０００ｐｐｍの範囲である、請求項１～４のいずれか一項に記載の積層体。
【請求項６】
　前記スキン層（Ａ）の厚さ：前記コアの厚さ（Ｂ）：前記スキン層（Ｃ）の厚さとして
表される前記フィルムの厚さ比が、１：２～８：０．５～４の範囲である、請求項１～５
のいずれか一項に記載の積層体。
【請求項７】
　延伸された状態の前記フィルムが、５～１００マイクロメートルの範囲の厚さを有する
、請求項１～６のいずれか一項に記載の積層体。
【請求項８】
　前記外側スキン層が、ＰＢＴおよびＰＥＴを含む、請求項１～７のいずれか一項に記載
の積層体。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか一項に記載の積層体の製造方法であって：
　－各ポリエステル層の対応する成分の混合物を押出機中で溶融し、各溶融ポリエステル
または混合物を、押出ダイスを通して共押出しすることによってポリエステルフィルムを
作製する工程；
　－冷却ロール上へのキャスティング、または２つ以上のロール間でのカレンダー処理に
よって前記フィルムを固化し、それに続いて、
　　ａ．所望に応じて前記フィルムのエッジ部をトリミングした後、前記フィルムを巻き
取り、前記フィルムを巻き出して前記フィルムを一軸延伸ユニットの供給ロールへ送り、
前記フィルムを縦方向に延伸し、所望に応じて前記延伸フィルムのエッジ部をトリミング
した後、前記フィルムを巻き取るか、または
　　ｂ．所望に応じて前記フィルムのエッジ部をトリミングした後、前記フィルムを一軸
延伸ユニットの供給ロールへ直接送り、前記フィルムを縦方向に延伸し、所望に応じて前
記延伸フィルムのエッジ部をトリミングした後、前記フィルムを巻き取る、
　工程；
　－前記延伸フィルムを、予備加熱した金属基材上へ積層する工程、
　－積層体を、前記フィルムの融点よりも高い温度に少しの間加熱し、続いて急冷し、巻
き取る工程、
　を含む、請求項１～８のいずれか一項に記載の積層体の製造方法。
【請求項１０】
　キャストされた状態で、延伸される前の前記フィルムの厚さが、３０～２００マイクロ
メートルの範囲である、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記予備加熱金属基材が、２００～２４０℃の間の温度に予備加熱される、請求項９ま
たは１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記延伸の倍率が、単一パスで１：３～１：５の範囲である、請求項９～１１のいずれ
か一項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記金属基材が、無錫鋼、またはブリキもしくは亜鉛メッキ鋼などの金属被覆金属であ
る、請求項９～１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　延伸と巻取りとの間の前記フィルムに、欠陥検査、ゲージ測定、表面処理（コロナ、火
炎、（液体）添加剤または剤の噴霧など）、および／または複数の幅へのスリッティング
のうちの１つ以上が施される、請求項９～１３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１５】
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　請求項１～８のいずれか一項に記載の積層体から製造された構成部材を含む容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属基材上に積層された多層構造を有するポリエステルフィルム、そのよう
なポリマーフィルムが少なくとも１つの面に積層されたそのような金属基材の製造方法、
およびこの金属基材から製造された容器パーツに関する。
【背景技術】
【０００２】
　製缶の技術分野では、金属基材上に薄いポリマーフィルムを被覆または積層することは
公知であり、それから、例えばＤＲＤプロセスによって缶が形成される。ポリマーフィル
ムは、金属基材に腐食保護を与えること、缶に入れられた食品の風味およびその他の感覚
刺激特性を維持すること、外側（装飾）層として適用された場合に印刷性を提供すること
などの様々な目的を果たし得る。
【０００３】
　ポリマーフィルムは、典型的には、ポリマーフィルムの「連続」ウェブとして作製され
、それは巻き取られてコイルとされる。巻取り挙動が不良である場合、ウェブの破損、な
らびに折れ曲がり、シワ、および折れ目などのその他の欠陥がコイル状フィルムに発生し
得る。このような歪みは、このようにコイル状とされたフィルムを損傷させ得るが、また
、エアバブル、ブリスター、折れ曲がり、および折れ目などの欠陥を含むべきではないポ
リマー保護被覆を有する缶などの最終製品の特性にも影響を与え得るものである。
【０００４】
　薄フィルムの不良な巻取りに関連する問題、および薄フィルム巻取りの際のフィルム欠
陥の発生は、多くの場合、隣接するフィルム層間の摩擦および／または接着性に伴うもの
である。これらの問題は、フィルム層間の摩擦および／または接着性が高過ぎる場合に発
生する。巻取り特性を改善するための方法は、互いに重ねて巻き取られるフィルム層間の
摩擦の低減および／またはスリップ性の増加に基づく場合が多い。
【０００５】
　摩擦を低減するための１つの広く知られた方法は、ポリマーマトリックス材料に不溶性
である微粒子を組込むことによってフィルムの表面粗さを増加させることである。本技術
分野では粘着防止剤としても知られるこれらの微粒子の例としては、カオリン、タルク、
シリカ、チタニア、アルミナ、架橋（硬化）ポリマー微粒子などが挙げられる。
【０００６】
　フィルム層間の摩擦を低減するための別の公知の方法は、摩擦係数を低下させるいわゆ
るスリップ添加剤の使用に基づいている。しかし、これは、典型的には、上記の粘着防止
剤と組み合わせて用いられる。
【０００７】
　欧州特許第６９６５０２（Ａ１）号には、ポリエステルベース、ならびにその少なくと
も一方の側の面に形成され、コポリエステル組成物ならびに酸化ワックスおよび／または
天然ワックスを主として含む混合物から形成された被覆層から構成されるポリエステルフ
ィルムが開示されており、この組成物は、１重量％以上～４０重量％未満の量のポリオキ
シアルキレングリコール成分を含有する。酸化ワックスは、高級脂肪酸および高級モノア
ルコールから構成されるエステルであり、ここで、酸素含有基が、エチレン鎖部分の酸化
によって導入される。酸化ワックスまたは天然ワックスは、スリップ性および粘着防止特
性の改善をもたらすとされている。ワックスの含有量は、３０～０．１重量％、好ましく
は、１５～１重量％である。被覆層の層厚さは、好ましくは、０．００１～１マイクロメ
ートル、より好ましくは、０．０１～０．２マイクロメートルである。欧州特許第６９６
５０２号によると、このフィルムは、磁気記録材料のためのベースフィルム、およびトナ
ーの付着を含む印刷のためのベースフィルムなどの様々な目的に用いることができる。
【０００８】
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　米国特許出願第２０１０／００６８３５５（Ａ１）号には、基材層、およびその面上に
ヒートシール性層を含むヒートシール性共押出しコンポジットポリマーフィルムが開示さ
れており、ここで、基材層およびヒートシール性層は、異なるコポリエステル材料をベー
スとしており、ヒートシール性層は、１つ以上のワックスを含んでいる。ワックスの量は
、ヒートシール性層に対して０．１～３重量％の範囲であり、好ましくは、０．５～３、
より好ましくは、２以下、典型的には、１～２％である。フィルムは、包装に用いられ得
る。
【０００９】
　米国特許第６６５２９７９（Ｂ１）号から、金属缶の内側面としての用途のための二軸
延伸ポリエステルフィルムが知られており、これは、０．１～２重量％のカルナウバワッ
クスまたはステアリン酸ステアリルを含有する特定のポリエステル組成物を含む。このフ
ィルムは、優れた内容物取り出し性（release properties）（内容物に対する缶の非接着
性）を示すとされている。非接着性、取扱い性、および加工性を向上させるために、内部
無機粒子または有機粒子を、０．００５～１０重量％、好ましくは、０．２～５重量％、
より好ましくは、０．３～４重量％の量で用いる必要がある。
【００１０】
　米国特許出願第２００６／０２１０８１７（Ａ１）号には、缶製造のための樹脂フィル
ム積層金属シートが開示されている。缶の内側面を形成するための樹脂フィルムは、主成
分としてのポリエステル、および内容物取り出し性を考慮して０．１～２．０％のワック
スを含む。
【００１１】
　米国特許出願第２００８／０２６１０６３（Ａ１）号には、金属シート、下側ポリエス
テル樹脂層、ならびに内容物取り出し性および缶形成性のための０．１～５．０重量％の
オレフィンワックスを含有する上側ポリエステル樹脂層を含む樹脂被覆金属シートが開示
されている。
【００１２】
　不溶性粒子の形態の粘着防止剤を、スキン層に、またはフィルム全体にわたって用いる
ことは、例えば深絞り作業を含む缶製造においていくつかの欠点を有する。フィルムに含
有される粒子は、加工装置の機械工具上に蓄積され得るものであり、その損傷および摩耗
を引き起こす可能性がある。粒子はまた、フィルム中に空隙を発生させ得るものでもあり
、従って、被覆の機能特性に影響を与える可能性もある。また、粒子のサイズ、分布、お
よび量は、フィルムが押出しまたはキャスティングによって、およびさらに何らかの延伸
工程によって作製されるかどうかに応じて変動し得るものでもある。
【００１３】
　有機スリップ添加剤は、無機粘着防止剤よりも高価であり、実際、スリップ添加剤は、
典型的には、フィルムの所望される巻取り特性を達成するために、微粒子状粘着防止剤と
共に用いられる。スリップ添加剤と粘着防止剤とを組み合わせた使用の例は、例えば、米
国特許第４６０６９７６（Ａ）号、米国特許第４９２１６７０（Ａ）号、および特開２０
０３‐２２５９８１（Ａ）号に開示されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は、金属基材へ積層するための、特に、缶製造用の金属基材へ適用するためのポ
リエステルフィルムの取り扱い性および加工性を改善することを目的とするものである。
【００１５】
　本発明のさらなる目的は、その形成性および金属接着特性は維持した状態で、ポリエス
テルフィルムの巻取り特性を改善することである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明によると、上記の目的の１つ以上は、金属基材の少なくとも１つの面に積層され
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た、ポリエステルコアおよび２つのポリエステルスキン層を含む多層構造を有するポリエ
ステルフィルムを有する金属基材によって達成され、ここで、ポリエステルスキン層の各
々は、有機スリップ添加剤を含み、およびここで、ポリエステルスキン層は、対応するス
キン層のポリエステルマトリックス中に不溶性である微粒子を本質的に含まない。誤解を
回避するために、金属基材の少なくとも１つの面に積層されたポリエステルフィルムを有
する金属基材は、積層体と称される。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明に従うポリエステルフィルムは、少なくとも３層を含む構造を有し（図１参照）
、すなわち、２つのスキン層（Ａ、Ｃ）がコア（Ｂ）を挟んでいる。コアは、１つ以上の
コア層を含む。各スキン層は、摩擦係数を低減するための１つ以上の有機スリップ添加剤
を含む。さらに、スキン層は、対応するポリエステルマトリックスに可溶性ではない微粒
子、特に無機粒子を本質的に含まない。言い換えると、スキン層は、無機粒子などの表面
粗さを増加させるために一般的に用いられるいかなる微粒子状無機粘着防止剤も有効量で
含有しない。従って、本発明は、スキン層中に永続的な微粒子を用いることに伴う上記の
リスクを回避するものである。有利には、スリップ性を改善する特性が必要とされるのは
ポリエステルスキン層だけであることから、ポリエステルコアは、本質的にスリップ添加
剤を含まない。従って、コア、または多層コアの場合はコア層のうちの少なくとも１つ、
好ましくはコア層のすべては、スリップ性を改善するための有効量で比較的高価なスリッ
プ添加剤を含まない。
【００１９】
　本発明は、薄ポリエステルフィルムの不良な巻取りおよび取り扱い性の問題を解決する
ものである。ポリエステルフィルムが続いて金属基材（図１のＤ）に積層されると、ポリ
エステル被覆金属シート（すなわち、積層体）が得られ、これは、良好なフィルム接着性
、非常に優れた成形性、および耐腐食性を有する。
【００２０】
　驚くべきことに、本発明者らはさらに、スリップ添加剤を外側および内側スキン層に添
加した結果として、殺菌後、積層体から作製される缶のより良好な性能が得られることも
見出した。多くの場合、試験した変型例において、本発明に従う積層体から作製された缶
は、外側および内側スキン層にスリップ添加剤が添加されていない積層体から作製された
缶と比較して、改善された腐食性能を示した。
【００２１】
　改善された性能というこの驚くべき効果は、製缶および／またはビーディングの過程で
のスカッフィングおよびその他の損傷の限定に対するスリップ添加剤の有利な効果に帰す
るものであり、それは、フィルムの多孔度を低減する結果となる。これは、殺菌の間およ
び殺菌後に缶が腐食する可能性を限定することに対して有益であると考えられる。従って
、スリップ添加剤の添加は、巻取りおよび取り扱い性能を改善するだけでなく、これらの
場合、追加の利点を有する。
【００２２】
　充填および殺菌の前に、ＰＥＴポリマーを部分的に結晶化するために缶を１５０～２０
０℃までの間の温度に１～３分間加熱することから成る熱処理が用いられ、それは、多く
の場合、腐食性能に対して有利な効果を有していたことには留意されたい。ポリエステル
フィルムを単純化するという観点からは、外側および内側スキン層の両方に同じ組成なら
びに同じスリップ添加剤を用いることが有利ではあるが、組成、ならびに／またはスリッ
プ添加剤の種類および／もしくは量が、外側および内側スキン層で異なっていてもよいこ
とには留意されたい。
【００２３】
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　本発明で用いられる有機スリップ添加剤は、有利には、カルボン酸、カルボン酸エステ
ル、カルボン酸アミド、脂肪酸、脂肪アルコール、脂肪酸アミド、ビス脂肪アミド、アミ
ド系ワックス（amidic waxes）、天然ワックス、オレフィンワックス、パラフィンワック
ス、およびこれらのいずれかの組み合わせから選択される。有機スリップ添加剤のより具
体的な例は、モンタンワックス、褐炭および石炭からの抽出物である。一般的に、モンタ
ンワックスは、主として、非グリセリド長鎖カルボン酸エステル（約６０～７０％）、遊
離カルボン酸（約２０～３０％）、ならびに長鎖アルコール、ケトン、炭水化物、および
樹脂などの化合物を含む残余分から構成される。
【００２４】
　スリップ添加剤は、一方では、巻取りの問題を低減するのに適し、他方では、ポリエス
テルフィルムの金属ベース層に対する接着性を維持するのに適する量で提供される。有利
には、有機スリップ添加剤の量は、０．１５重量％よりも多く、１重量％よりも少ない（
１５００ｐｐｍよりも多く、１００００ｐｐｍよりも少ない）。有機スリップ添加剤のこ
の量は、対応するスキン層に対してである。下限の１５００ｐｐｍよりも少ない場合、巻
取り品質は不充分であることが見出された。上限の１００００ｐｐｍよりも多いスリップ
添加剤濃度の場合は、一般的に、それ以上の改善は見られない。好ましくは、有機スリッ
プ添加剤の量は、０．１８～０．５重量％（１８００～５０００ｐｐｍ）、より好ましく
は、０．２～０．３５重量％（２０００～３５００）ｐｐｍの範囲である。
【００２５】
　本発明に従うポリエステルフィルムのポリエステルは、限定されず、その鎖中に複数の
エステル結合を有するポリマーである。スキン層自体および／またはコアは、そこに含有
されるポリエステルおよび／またはコポリエステルの種類および数に関して、様々であっ
てよい。ポリ（エチレンテレフタレート）（ＰＥＴ）は、様々なフィルム層のためのベー
スポリエステルの好ましい例である。様々なフィルム層に用いられる具体的なポリエステ
ルは、中でも、フィルムのさらなるまたは最終的用途において所望される機能に依存する
。
【００２６】
　第一のスキン層の厚さ：コアの厚さ：第二のスキン層の厚さとして表されるフィルムの
厚さ比は、有利には、１：２～８：０．５～４の範囲である。
【００２７】
　以降の説明を参照されたいが、キャストされた状態のフィルムは、好ましくは、３０～
２００マイクロメートルの範囲の総厚さを有する。一般的に、キャストされた状態のフィ
ルムは、好ましくは縦方向に、一軸延伸を例とする延伸作業に掛けられることになる（本
明細書にて、その一般名称である「縦方向配向フィルム」またはＭＤＯフィルムとも称さ
れる）。典型的には、延伸倍率は、単一パスで１：３～１：５の範囲である。有利には、
延伸された状態のフィルムの厚さは、５～５０マイクロメートルなどの５～１００マイク
ロメートルの範囲であり、好ましくは、１０～４０マイクロメートルである。下限の５マ
イクロメートルより薄いフィルム厚さの場合、取扱いおよびさらなる加工において問題が
引き起こされる可能性がある。また、非常に薄いフィルムの機能特性、例えばバリア特性
は、不充分である可能性がある。上限よりも厚い場合、追加分の厚さは、さらなる効果を
提供しない。スキン層の厚さは、有利には、１～２５マイクロメートルの範囲である。述
べたように、好ましい実施形態では、ポリエステルフィルムは、縦方向配向（ＭＤＯ）フ
ィルムである。
【００２８】
　ポリエステルフィルムは、各ポリエステル層の対応する成分の混合物を押出機中で溶融
し、各溶融ポリエステルまたは混合物を押出ダイスを通して共押出しすることによって製
造されてよい。こうして集合されたフィルムは、例えば冷却ロール上にキャストすること
によって、またはカレンダー処理の場合は２つ以上のロールの間で固化される。こうして
キャストされたフィルムは、典型的には、本質的にアモルファス状態のフィルムであり、
配向されていない。キャスト後、通常は、フィルムのエッジ部がトリミングされる。次に
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、フィルムは、リール上に巻き取られるか、または延伸ユニットの供給ロールに直接送ら
れる。
【００２９】
　延伸プロセスにおいて、固体ポリエステルフィルムは、適切な延伸ユニットを通して供
給される。この延伸ユニットは、一連のロールを含んでいてよい。まず、フィルムは、例
えば１つ以上の加熱ロールにより、延伸に適する温度まで加熱される。次に、フィルムは
、延伸プロセスのための入口速度（Ｖｉｎ）を設定する供給ロールへと進む。フィルムは
続いて、供給ロールよりも高い速度（Ｖｏｕｔ）で運転される延伸ロールへと進み、延伸
プロセスが完了する。供給ロールと延伸ロールとの間の距離、延伸ギャップは、重要なパ
ラメータであり、これは、最適な延伸プロセスを達成するために変動されてよい。フィル
ムは続いて、所望に応じて、適切な方法でフィルムのアニーリングおよび／または冷却を
行うために用いられてよい１つ以上のアニーリングおよび／または冷却ロールに送られて
よい。延伸プロセスのすべてのステージは、明確に定められたフィルム張力レベル下で行
われ、それは、個々のロールの適切な速度、温度などを設定することによって制御するこ
とができる。
【００３０】
　延伸の完了後、フィルムエッジ部が再度トリミングされてよく、フィルムは、リール上
に巻き取られる。延伸と巻取りとの間に、欠陥検査、ゲージ測定、表面処理（コロナ、火
炎、（液体）添加剤または剤の噴霧など）、および／または複数の幅へのスリッティング
のうちの１つ以上が実施されてよい。
【００３１】
　本発明はまた、本発明に従うポリエステルフィルムを有する金属基材にも関し、このフ
ィルムは、金属基材の少なくとも１つの面に積層されている。
【００３２】
　金属基材としては、鋼鉄もしくはアルミニウムもしくはアルミニウム合金などの未被覆
金属、またはブリキもしくは亜鉛メッキ鋼などの金属被覆金属が用いられてよい。金属基
材は、製品性能をさらに向上させるために、および／または金属と本発明のポリエステル
フィルムとの間の接着を促進するために、さらなる化成処理層または不動態化層を含んで
よい。このさらなる化成処理層または不動態化層は、例えば、酸化クロム、クロム／酸化
クロム、酸化チタン、酸化ジルコニウム、またはホスフェートをベースとするものであっ
てよい。
【００３３】
　本発明はまた、ボディ、エンド、カップ、リング、タブなどの少なくとも１つの構成部
材を含み、本発明に従う上記で定める通りの金属基材から製造される物品、特には缶を例
とする容器にも関する。容器の例は、例えば、食品缶、飲料缶、およびエアロゾル容器を
含む。例えばボディ、エンド、カップ、リング、タブなどのそのような容器の構成部材は
、本発明に従う金属基材から作製される。
【実施例】
【００３４】
　以降、２つのスキン層間に配置された少なくとも１つのコアを含む多層ポリエステルフ
ィルムを作製する以下の例によって本発明を説明し、ここで、スリップ添加剤が、フィル
ムの両スキン層に添加される。
【００３５】
　以下の限定されない例では、ポリエステルフィルムは、３つの一軸押出機を用いたフィ
ルム押出ライン上で作製される。各押出機は、特定のポリエステル組成物（種々のポリエ
ステルのドライブレンドおよび／またはポリエステルベースのマスターバッチとして）を
押出機のスロートに供給することができる重力計量供給システム（gravimetric dosing s
ystem）を有する。次に、ポリエステルは、フィードブロック、セレクタープレート、お
よびフラット押出ダイスの構成へ送られ、構造Ａ／Ｂ／Ｃの三層フィルムが作製される。
多層フィルム構造内の各個別の層の厚さは、各押出機の単位時間あたりの吐出質量（mass
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 output）によって設定される。押出ダイスから押し出される溶融ポリエステルフィルム
は、すべての押出機からの合わせた質量流量と組み合わせて、例えば５０～１２０μｍの
厚さのキャストフィルムが作製されるような特定の速度で回転する冷却ロール上へキャス
トされる。このようにしてキャストされたフィルムは、本質的に非配向性である。このキ
ャストフィルムは、フィルムエッジ部のトリミングを行うスリッティングユニットへと送
られ、その幅方向にわたって均一な厚さを有するフィルムが得られる。次に、フィルムは
、同一の作業内で、一連の加熱および冷却ローラーから成る延伸装置へと移される。ここ
では、フィルムは、約７０～９０℃（フィルムの組成に応じて異なる）まで加熱され、続
いて、１：３～１：５の範囲の倍率で縦方向に延伸され、フィルムを冷却するための一連
のローラーへと送られる。この延伸プロセスは、縦方向配向またはＭＤＯプロセスと称さ
れる。次に、フィルムは、オンライン厚さ測定装置および第二のスリッティングユニット
を通して送られて、その最終的な所望される幅へのフィルムのトリミングが行われ、巻き
取られてコイルとされる。
【００３６】
　以下のポリエステル樹脂が例で用いられる：
　・ＰＥＴ１：ポリ（エチレンテレフタレート）コポリマー、約３モル％のテレフタル酸
モノマー単位がイソフタル酸モノマー単位で置き換えられ、０．８ｄｌ／ｇの固有粘度を
有する（インドラマ（Indorama）よりＲａｍａｐｅｔ　Ｎ１８０として市販）；
　・ＰＥＴ２：ポリ（エチレンテレフタレート）コポリマー、約３０モル％のエチレング
リコールモノマー単位がシクロヘキサンジメタノールモノマー単位で置き換えられ、０．
８ｄｌ／ｇの固有粘度を有する（イーストマン（Eastman）よりＥａｓｔａｒ　６７６３
として入手可能）；
　・ＰＥＴ３：ポリ（ブチレンテレフタレート）ホモポリマー（サビックイノベイティブ
プラスチックス（Sabic Innovative Plastics）よりＶａｌｏｘ　３１５として入手可能
）；
　・ＰＥＴ４：ＰＥＴ１をベースとするマスターバッチ、Ｓｕｋａｎｏ（登録商標）より
入手可能、５０重量％のＴｉＯ２顔料を含有；
　・Ｓｕｋａｎｏ（登録商標）より入手可能であり、モンタンワックスを含有するスリッ
プ添加剤が、マスターバッチの形態で添加される。
【００３７】
　比較例１および２、ならびに発明例１～３（本発明に従う）では、１つの中央層Ｂなら
びに２つのスキン層ＡおよびＣから成り、厚さ比Ａ：Ｂ：Ｃ＝１：３：１である三層ポリ
エステルフィルムが作製される。層Ａは、ＰＥＴ１から本質的に成る。層Ｂは、ＰＥＴ１
から成る。層Ｃは、それぞれＰＥＴ１およびＰＥＴ２の３０／７０混合物（重量基準）か
ら本質的に成る。
【００３８】
　比較例１では、ポリエステルフィルムは、５０ｍ／分のキャスティング速度で、上記で
概説したように作製され、キャストフィルムは、１：４の比率で延伸されてＭＤＯフィル
ムが得られ、これは２００ｍ／分で巻き取られる。ＭＤＯフィルムは、１５μｍの総厚さ
を有する（Ａ／Ｂ／Ｃ＝３／９／３μｍ）。ここで、スキン層Ａは、フィルムコイルの外
径方向に面し、一方層Ｃは、コイルの中央方向に面している。層Ａは、１５００ｐｐｍの
スリップ添加剤を含有する。巻取り品質は非常に不良である。
【００３９】
　巻取り品質の定性的試験は、３つの主要な因子：１）巻取り過程での処理挙動、２）巻
き取られたフィルム表面のシワの量、および２）巻取りフィルムコイルの「硬さ」に基づ
く。結果は、以下のように分類される。
　・「非常に不良」－シワが多く、非常に軟らかいコイル；フィルムが巻き取られている
時点であっても、いくつかの問題（コイルが動く、フィルム張力が不安定）に起因して、
フィルム作製プロセス全体が不安定となる。
　・「不充分」－巻取りの過程では、コイルは適度に良好に見え、フィルムプロセスは安
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定である；それでも、巻取りフィルムにはシワが存在し、コイルは軟らかく、保存の間に
たわみ始める（円形状ではなくなる）；
　・「非常に良好」－非常に安定な巻取りプロセスの結果、ミラー様のシワのないフィル
ム表面および非常に硬いコイルが得られ、経時で安定である。
【００４０】
　比較例２では、ポリエステルフィルムは、５０ｍ／分のキャスティング速度で作製され
、キャストフィルムは、１：４の比率で延伸されてＭＤＯフィルムが得られ、これは２０
０ｍ／分で巻き取られる。ＭＤＯフィルムは、１５μｍの総厚さを有する（Ａ／Ｂ／Ｃ＝
３／９／３μｍ）。フィルムコイルの外側に巻き取られる層Ａは、３０００ｐｐｍのスリ
ップ添加剤を含有する。巻取り品質は非常に不良である。
【００４１】
　発明例１では、ポリエステルフィルムは、５０ｍ／分のキャスティング速度で作製され
、キャストフィルムは、１：４の比率で延伸されてＭＤＯフィルムが得られ、これは２０
０ｍ／分で巻き取られる。ＭＤＯフィルムは、２０μｍの総厚さを有する（Ａ／Ｂ／Ｃ＝
４／１２／４μｍ）。層Ａおよび層Ｃの両方が、３０００ｐｐｍのスリップ添加剤を含有
する。巻取り品質は非常に良好である。この例は、一方のスキン層ではなく、フィルムの
両方のスキン層にスリップ添加剤を添加することによって、巻取り品質が大きく改善され
ることを示している。
【００４２】
　発明例２では、ポリエステルフィルムは、３５ｍ／分のキャスティング速度で作製され
、キャストフィルムは、１：４の比率で延伸されてＭＤＯフィルムが得られ、これは１４
０ｍ／分で巻き取られる。ＭＤＯフィルムは、３０μｍの総厚さを有する（Ａ／Ｂ／Ｃ＝
６／１８／６μｍ）。層Ａおよび層Ｃの両方が、２２５０ｐｐｍのスリップ添加剤を含有
する。巻取り品質は非常に良好である。
【００４３】
　発明例３では、ポリエステルフィルムは、５０ｍ／分のキャスティング速度で作製され
、キャストフィルムは、延伸を行うことなく、直接巻き取られる。フィルムは、６０μｍ
の総厚さを有する（Ａ／Ｂ／Ｃ＝１２／３６／１２μｍ）。層Ａおよび層Ｃの両方が、３
０００ｐｐｍのスリップ添加剤を含有する。巻取り品質は非常に良好である。
【００４４】
　巻取りフィルムは、次に、巻出しステーション、ＭＤＯ延伸ユニット、および巻取り機
から成る別の設備へと運ばれる。非配向キャストフィルムが７日間にわたって作製された
後、このユニットを用いて、フィルムは１：４の延伸比率で延伸され、１５μｍの最終厚
さのＭＤＯフィルムが得られる。巻取り品質は非常に良好である。
【００４５】
　この例は、両方のスキン層にスリップ添加剤を添加することが（発明例１で用いた量と
同じ量）、非配向キャストフィルムの作製時、ならびに別のプロセスでのＭＤＯ延伸およ
び巻取り時の両方において、有益な効果を有することを示している。
【００４６】
　比較例３、４、および５、ならびに発明例４では、１つの中央層Ｂならびに２つのスキ
ン層ＡおよびＣから成り、厚さ比Ａ：Ｂ：Ｃ＝１：３：１である三層ポリエステルフィル
ムが作製される。すべての層は、それぞれＰＥＴ１およびＰＥＴ３の７５／２５混合物（
重量基準）から本質的に成る。
【００４７】
　比較例３では、ポリエステルフィルムは、５０ｍ／分のキャスティング速度で作製され
、キャストフィルムは、１：４の比率で延伸されてＭＤＯフィルムが得られ、これは２０
０ｍ／分で巻き取られる。ＭＤＯフィルムは、１５μｍの総厚さを有する（Ａ／Ｂ／Ｃ＝
３／９／３μｍ）。層のいずれにもスリップ添加剤は添加されない。巻取り品質は非常に
不良である。
【００４８】
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　比較例４では、ポリエステルフィルムは、５０ｍ／分のキャスティング速度で作製され
、キャストフィルムは、１：４の比率で延伸されてＭＤＯフィルムが得られ、これは２０
０ｍ／分で巻き取られる。ＭＤＯフィルムは、１５μｍの総厚さを有する（Ａ／Ｂ／Ｃ＝
３／９／３μｍ）。フィルムコイルの外側に巻き取られる層Ａは、３０００ｐｐｍのスリ
ップ添加剤を含有する。巻取り品質は非常に不良である。
【００４９】
　比較例５では、ポリエステルフィルムは、５０ｍ／分のキャスティング速度で作製され
、キャストフィルムは、１：４の比率で延伸されてＭＤＯフィルムが得られ、これは２０
０ｍ／分で巻き取られる。ＭＤＯフィルムは、１５μｍの総厚さを有する（Ａ／Ｂ／Ｃ＝
３／９／３μｍ）。層Ａおよび層Ｃの両方が、１５００ｐｐｍのスリップ添加剤を含有す
る。巻取り品質は不充分である。
【００５０】
　発明例４では、ポリエステルフィルムは、５０ｍ／分のキャスティング速度で作製され
、キャストフィルムは、１：４の比率で延伸されてＭＤＯフィルムが得られ、これは２０
０ｍ／分で巻き取られる。ＭＤＯフィルムは、１５μｍの総厚さを有する（Ａ／Ｂ／Ｃ＝
３／９／３μｍ）。層Ａおよび層Ｃの両方が、３０００ｐｐｍのスリップ添加剤を含有す
る。巻取り品質は非常に良好である。
【００５１】
　比較例６では、１つの中央層Ｂならびに２つのスキン層ＡおよびＣから成り、厚さ比Ａ
：Ｂ：Ｃ＝１：３：１である三層ポリエステルフィルムが作製される。スキン層Ａおよび
Ｃは、本質的にＰＥＴ１から成る。中央層は、それぞれＰＥＴ１およびＰＥＴ４の６７／
３３混合物（重量基準）から成る。ポリエステルフィルムは、５０ｍ／分のキャスティン
グ速度で作製され、キャストフィルムは、１：４の比率で延伸されてＭＤＯフィルムが得
られ、これは２００ｍ／分で巻き取られる。ＭＤＯフィルムは、１８μｍの総厚さを有す
る。フィルムコイルの外側に巻き取られる層Ａは、７５００ｐｐｍのスリップ添加剤を含
有する。巻取り品質は適度であり、長さが数キロメートルのコイルを作製することができ
る。しかし、作製の直後、コイルはたわみ始め、円形状ではなくなる。これをさらなる処
理に用いることはできない。従って、巻取りプロセスおよび得られるコイルの全体として
の品質は、不充分であると判断される。
【００５２】
　以下の表１では、フィルム層構造およびスリップ添加剤量および巻取り品質を具体的に
示して上記例を要約する。
【００５３】
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【表１】

【００５４】
　以下の限定されない例では、本発明に従う積層体の良好な製品性能が実証される。１つ
の中央層Ｂならびに２つのスキン層ＡおよびＣから成る三層構造を有する様々なフィルム
が作製された。層ＡおよびＢは、ＰＥＴ１から本質的に成る。層Ｃは、それぞれＰＥＴ１
およびＰＥＴ２の３０／７０混合物（重量基準）から本質的に成る。
【００５５】
　発明例５では、フィルムは、２０μｍの総厚さを有し、個々の層厚さは、Ａ：Ｂ：Ｃ＝
４：１２：４μｍである。フィルムは、統合キャストフィルム／ＭＤＯプロセスに従って
作製され、両スキン層ＡおよびＣに３０００ｐｐｍのスリップ添加剤を有する。このフィ
ルムは、フィルムＩＩと称される。
【００５６】
　発明例６では、フィルムは、３０μｍの総厚さを有し、個々の層厚さは、Ａ：Ｂ：Ｃ＝
４：２２：４μｍである。フィルムは、統合キャストフィルム／ＭＤＯプロセスに従って
作製され、両スキン層ＡおよびＣに３０００ｐｐｍのスリップ添加剤を有する。このフィ
ルムは、フィルムＩＶと称される。
【００５７】
　比較例７では、フィルムは、２０μｍの総厚さを有し、個々の層厚さは、Ａ：Ｂ：Ｃ＝
４：１２：４μｍである。フィルムは、いずれの層にもスリップ添加剤をまったく含有し
ていない。それは、発明例３の記述に類似する別々のフィルムキャスティングおよびＭＤ
Ｏ延伸による２段階法によって作製される。このフィルムは、フィルムＩと称される。
【００５８】
　比較例８では、フィルムは、３０μｍの総厚さを有し、個々の層厚さは、Ａ：Ｂ：Ｃ＝
６：１８：６μｍである。フィルムは、いずれの層にもスリップ添加剤をまったく含有し
ていない。それは、発明例３の記述に類似する別々のフィルムキャスティングおよびＭＤ
Ｏ延伸による２段階法によって作製される。このフィルムは、フィルムＩＩＩと称される
。
【００５９】
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【表２】

【００６０】
　鋼鉄上の被覆としてのフィルムの性能を研究するために、フィルムは、２００～２４０
℃の間の温度に、好ましくは、２００～２２０℃の間の温度に予備加熱した無錫鋼帯上に
積層された。積層プロセスは、おおよそ国際公開第２０１２／１４６６５４（Ａ１）号の
記載の通りに行われる。積層工程後、ポリエステル被覆鋼板は、フィルムの融点よりも高
い温度に少しの間加熱され、続いて急冷され、巻き取られる。フィルムの積層はすべて、
フィルムの層Ｃが金属基材と接触する層であるように行われる（図１参照）。鋼板の両方
の面がポリエステルフィルムで被覆され、ここで、試験されるべきフィルムとは反対側の
鋼帯面にあるフィルムの組成は、本試験に関係しないことには留意されたい。
【００６１】
　ポリエステル被覆板の性能を評価するために、このポリエステル被覆物から缶が作製さ
れる。缶は、試験されるべきフィルムが缶の内側となるように形成される。
【００６２】
　発明例５および比較例７では、缶は、絞り再絞り（ＤＲＤ）プロセスによって作製され
る。缶を作製するために、直径１８０ｍｍの円形状ブランクがポリエステル被覆鋼板から
切り出され、まずカップを絞り、次に最終缶直径および高さへと再絞りすることによる２
つの連続する再絞り工程によって、直径６６ｍｍ、高さ約９０ｍｍの缶へと形成される。
【００６３】
　幅１５ｍｍ、長さ８０ｍｍのストリップを、試験検体の長辺が缶の高さ方向に対して平
行となるように缶壁から切り出して、このＤＲＤ缶における被覆接着性の試験が行われる
。次に、缶壁の上部から開始し、２５ｍｍ／分のクロスヘッド速度で作動されるインスト
ロン引張試験機を用いて、１８０°の角度で被覆が剥離される。１０ｍｍ～３０ｍｍの間
の剥離範囲で発生する平均剥離力が、剥離力と見なされる。
【００６４】
　フィルムＩから作製された缶の場合、５つの試験片から得られた平均剥離力は、４．８
Ｎであり、標準偏差は０．４Ｎである。フィルムＩＩから作製された缶の場合、５つの試
験片から得られた平均剥離力は、４．４Ｎであり、標準偏差は０．３Ｎである。従って、
これら２つのフィルム間に、剥離力の有意差は存在しない（９５％信頼区間に基づく）。
【００６５】
　ポリエステル被覆材料の腐食性能は、Boelen et al. により"Product performance of 
polymer coated packaging steel, study of the mechanism of defect growth in cans"
, Progress in Organic Coatings 50 (2004), 40-46に詳細に述べられるいわゆる塩水殺
菌試験（saline sterilization test）によって研究される。ＤＲＤ缶（変型例あたり約
１０個）は、３．６重量％のＮａＣｌを含有する水道水で４分の３まで満たされる。蓋が
された後、缶は、１２１℃で６０分間殺菌される。殺菌の直後に缶が開けられて水道水で
リンスされ、検査される。被覆の目視検査および以下の４つに分類された欠陥の数のカウ
ントによって評価が行われる：
　Ａ：点腐食
　Ｂ：層間剥離先端（delamination front）を伴う点腐食
　Ｃ：白色ブリスター
　Ｄ：腐食を伴う褐色ブリスター、３ｃｍ未満のサイズ
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【００６６】
　データは、Ｓａ＝（１＊＃Ａ＋５＊＃Ｂ＋２０＊＃Ｃ＋１００＊＃Ｄ）／評価した缶の
総数、として定義されるＳａ数（塩水数）によって評価され、ここで、＃Ａ、＃Ｂ、＃Ｃ
、および＃Ｄは、評価した缶で観察されたすべてのＡ、Ｂ、Ｃ、およびＤ欠陥の数である
。重み付け因子は、欠陥の重症度を反映しており、点錆（Ａ欠陥）は、サイズの大きい褐
色ブリスター（Ｄ欠陥）よりも重要度は明らかに低い。サイズが３ｃｍよりも大きいＤ欠
陥が存在する場合、腐食の度合いは、腐食した缶壁のパーセントとして表されることには
留意されたい。この場合、Ｓａ数の算出は行われない。出願者の一般的な経験に基づいて
、Ｓａ＜２０である場合、一般的食品包装用途に対する被覆の腐食性能は充分である。
【００６７】
　フィルムＩおよびフィルムＩＩをベースとして作製された缶の結果を以下に示す。両方
の場合共に、塩水殺菌試験後に見出される欠陥の量は非常に少なく、Ｓａスコアは、限界
値であるＳａ＝２０よりもかなり低い。両方の被覆共に、殺菌性能は非常に良好である。
【００６８】

【表３】

【００６９】
　結論として、この殺菌試験における乾燥接着性および腐食性能についての実験結果によ
って実証されるように、本発明に従って三層被覆の両スキン層にスリップ添加剤を用いる
ことは、例えば包装用途用の鋼鉄への被覆としてのフィルムの性能に対して負の影響を与
えない。
【００７０】
　発明例６および比較例８では、０．２８８ｍｍ厚さおよびＴＨ３４０テンパー（TH340 
temper）の無錫鋼包装鋼基材上に、ポリエステルフィルムが積層される。缶は、いわゆる
絞り壁しごき（Drawing and Wall Ironing）（ＤＷＩ）プロセスによって、５０％のしご
き壁板厚減少率（wall ironing reduction）（薄肉化）を特徴とする直径７３ｍｍの缶に
形成された。缶壁にビードが形成される。缶の腐食性能は、上記で概説した塩水殺菌試験
によって研究された。缶は、３．６重量％のＮａＣｌを含有する水道水で満たされ、１２
１℃で９０分間殺菌された。殺菌の直後に缶が開けられて水道水でリンスされ、検査され
た。缶は、ビード付き缶壁上の腐食の度合いに基づいて、「不良」缶、「普通」缶、およ
び「良好」缶に分けられる。不良缶では、缶壁面の１０％超が腐食している。普通缶は、
Ａ、Ｂ、Ｃ、またはＤ分類の１個以上の独立した欠陥を示すが、Ｄ分類の欠陥は２個以下
である。缶壁のこれらの独立した欠陥の外側は腐食していない。良好缶では、缶壁は、Ａ
分類の欠陥しか示さず、発生率は、缶あたり１０個未満である。結果を以下に示す。
【００７１】

【表４】

【００７２】
　本発明に従う積層体は、不良缶または普通缶をまったく示さず、良好缶のみであり、従
って、比較例８からの積層体よりも非常に良好な腐食性能を示している。
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